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中期経営計画「NEXT STAGE 2011」について 

－ インネクストは次のステージを目指します － 

 
当社はこのたび、2009 年 6 月期から 2011 年 6 月期までの中期経営計画を策定しました

ので、下記のとおり概要をお知らせいたします。 

 

 

記 

 
1. はじめに  

当社は、中核事業である液晶機器事業において、携帯電話やミニ PC、カーナビなどに使用

される中小型液晶パネル向けの検査装置を開発・製造・販売し、世界トップクラスのシェアを

誇っています。2007 年 6月期からは製造装置分野に参入し、現在は、液晶、有機 EL、タッチ

パネルの検査装置分野・製造装置分野において、装置単体の販売からライン構築までを手掛け、

日本、中国、台湾、韓国など国内外におけるお客様の幅広いニーズにお応えしています。 

今後の発展に向けた体制強化も着実に行っており、2007 年 11 月に関西事業所、2008 年 8

月に川崎センターを設立、また、営業・技術部門の人員体制の強化を実施いたしました。 

液晶機器事業においては、2008 年 6 月期からずれ込んだ取引先（国内新規取引先、国内既

存取引先及び中国の取引先）からの発注が開始されたことに伴い、当社業績は順調に回復する

見込みです。 

既存事業の拡大を図るとともに、液晶技術を活用した医療関連製品への進出を行い、この分

野での有力企業との関係を強化してまいります。 

   

 

2. 中期ビジョンと中期経営計画の位置付け 

当社はこの度、さらなる発展に向けて中期ビジョンと中期経営計画を策定しました。中期ビ

ジョンでは、2014 年にあるべき姿として「高度な技術をもち、高品質、高付加価値な製品を

提供するグローバル企業になる」と定めました。そして、その実現に向けた第 1歩が 2009 年

6 月期を起点とする中期経営計画「NEXT STAGE 2011」です。2009 年 6 月期～2011 年 6 月期を

「成長軌道を確立するための基盤構築」の期間と位置付け、事業基盤、経営基盤の強化を図っ

ていきます。 

http://www.pc-so.com/


3. 2011 年 6 月期（計画最終年度） 経営目標 

（単位：百万円） 

  2008 年 6 月期（予想） 2011 年 6 月期（計画） 差異 

売上高 505 2,000 +1,495 

営業利益 △199 240 +439 

売上高営業利益率 ― 12％ ― 

 

 

4. 中期経営計画の基本方針 

1) 成長軌道確立に向けた事業基盤の構築 

当社は、液晶機器事業と、その関連する産業分野における幅広い技術・ノウハウ・情報を蓄

積、事業間のシナジーを図るとともに、次の時代に向けた新しい価値を創出していきます。全

体の収益構造としては、液晶機器事業を成長分野と位置づけ飛躍を図るとともに、液晶産業の

設備投資サイクルによる業績への影響を低減するため、新規事業の創出により安定収益基盤を

構築していきます。 

中核事業である液晶機器事業は、検査装置・製造装置の両分野において、特に中国・台湾  

液晶パネルメーカーへのアプローチを強化します。検査装置分野においては、中国・台湾の  

液晶パネルメーカーの生産が汎用品から中・高位品へ移行しており、当社は高度な検査が可能

な出画検査装置の販売拡大を図っていきます。また、有機 EL 向け検査装置の販売や、自動検

査装置の開発に注力していきます。製造装置分野においては、今後、中国・台湾の液晶パネル

メーカーの旺盛な設備投資が見込まれており、当社は、携帯電話やゲーム機、銀行の ATM など

で使用され一層多くの場での活用が見込まれる液晶タッチパネルの製造装置や、スリットコー

ター等の高性能装置の販売を拡大していきます。さらに、今後市場の拡大が見込まれる電子ペ

ーパー分野や医療機器分野において、製品の研究開発、販売を推進していきます。 

  

2) 営業力の強化 

営業人員の育成・増員、組織体制の見直し、システム刷新による事務作業の効率化などによ

り、営業力の強化を図ります。 

 

3) コスト競争力の強化 

全社的なコスト削減活動の実施や、実行予算管理、適正在庫管理の徹底により、コスト競争

力を強化します。 

 

4) 経営基盤の強化 

拡大する事業を支える人材の育成・採用、人事諸制度の再構築、金融商品取引法に基づく内

部統制報告制度の確実な運営などにより、経営基盤を強化します。 

 

5) 株主還元 

企業体質の強化と事業拡大に向けた内部留保の充実を図りながらも、早期の利益配当を検討 

していきます。 

 

以上 


